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 貸　 借　 対　 照　 表

（２０２０年３月３１日現在）

旭化成新港基地株式会社
科　　　　　目 2019年3月末 2020年3月末 差額（当年度－前年度） 科　　　　　目 2019年3月末 2020年3月末 差額（当年度－前年度）

円 円 円 円 円 円

（　資　産　の　部　） ( 1,215,514,896 ) ( 1,324,389,804 ) ( 108,874,908 ) 　（　負　債　の　部　）　 ( 950,955,414      ) ( 1,041,282,535    ) ( 90,327,121 )

  　流　動　資　産 88,575,318 107,449,871 18,874,553   流　動　負　債 785,955,414 991,282,535 205,327,121

現 金 及 び 預 金 11,740,819 39,134 -11,701,685 短 期 借 入 金 565,910,128 688,273,201 122,363,073

売 掛 金 0 0 0 短 期 リ ー ス 債 務 0 0 0

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 41,710,143 61,508,866 19,798,723 未 払 金 154,152,763 199,654,452 45,501,689

前 払 費 用 2,039,723 408,198 -1,631,525 未 払 法 人 税 等 2,168,701 7,977,800 5,809,099

未 収 入 金 0 0 未 払 費 用 51,068,822 83,718,627

短 期 貸 付 金 0 0 預 り 金 0 0 0

立 替 金 33,084,633 41,159,573 8,074,940 賞 与 引 当 金 12,655,000 11,658,455 -996,545 

未 収 消 費 税 0 4,334,100 4,334,100

　  固　定　資　産 1,126,939,578 1,216,939,933 90,000,355   固　定　負　債 165,000,000 50,000,000 -115,000,000 

0

 有　形　固　定　資　産 1,121,335,291 1,209,764,494 88,429,203 長 期 借 入 金 165,000,000 50,000,000 -115,000,000 

建 物 161,718,516 156,748,334 -4,970,182 

構 築 物 678,511,045 765,474,074 86,963,029

機 械 及 び 装 置 229,636,013 243,367,596 13,731,583 　（　純 資 産 の 部　）　 ( 264,559,482      ) ( 283,107,269      ) ( 18,547,787 )

車 両 お よ び 運 搬 具 4,028,224 3,365,290 -662,934 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 23,468,224 26,515,493 3,047,269 　株　主　資　本 264,559,482       283,107,269       18,547,787

有 形 リ ー ス 0 0 0

建 設 仮 勘 定 23,973,269 14,293,707 -9,679,562 　 資　　本　　金 100,000,000       100,000,000       0

0

 無　形　固　定　資　産 809,774 2,095,108 1,285,334 　 利 益 剰 余 金 164,559,482       183,107,269       18,547,787

ソ フ ト ウ ェ ア 629,334 1,914,668 1,285,334 164,559,482       183,107,269       18,547,787

電 話 加 入 権 180,440 180,440 0 繰 越 利 益 剰 余 金 164,559,482       183,107,269       18,547,787

 投資その他の資産 4,794,513 5,080,331 285,818

繰 延 税 金 資 産 4,794,513 5,080,331 285,818

資　産　合　計 1,215,514,896 1,324,389,804 108,874,908 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,215,514,896     1,324,389,804     108,874,908

そ の 他 利 益 剰 余 金
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）棚卸資産
貯　　蔵　　品･･････最終仕入による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）･･････定額法

（２）無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　　　　　･･････ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）
　　　　　　　　　　　　に基づく定額法
　　　　　　　　　･･････その他の無形固定資産は定額法

（３）リース資産　･･････所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
　　　　　　　　　　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が
　　　　　　　　　　　　2008年3月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
　　　　　　　　　　　　に準じた会計処理によっている。

３．引当金の計上基準

（１）賞与引当金･･････従業員賞与については、支給期間に対応する見積額を計上している。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理方法
　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

（２）連結納税制度の適用
　　　連結納税制度を適用している。

（３）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設された
グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが
行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の
適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号）第３項の取扱いにより、
「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針28号）第44項の定めを
適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいています。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当該事業年度の末日における発行済株式の総数
　　普通株式 200,000株


